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石川県環境総合計画の行動目標

第１章　地球環境の保全
（１）地球温暖化の防止

No 指標名 現　状 目標値

① 県民、事業者等による温室効果ガスの排出削減

1 家庭版環境 ISO 認定家庭
（エコファミリー）数

92,188 家庭
（令和３年度末） 120,000 家庭

2 地域版環境 ISO 認定地域数 102 地域
（令和３年度末） 120 地域

3 学校版環境 ISO 認定学校数 340 校［全校の 96％］
（令和３年度末） 県内全校

4 エコ保育所・幼稚園・認定こども園の
認定数

226 園［全園の 56％］
（令和３年度末） 全園の 7 割

5 新築住宅に占める ZEH
(ZEH Neary,ZEH Oriented を含む ) の割合 14%（令和２年度） 24%

6 ゼロエネ住宅アドバイザー認定者数 － 200 人

7 事業者版環境 ISO、
工場・施設版環境 ISO 登録事業所数

895 事業所
（令和３年度末） 1,000 事業所

8 乗用車における環境配慮型自動車が
占める割合 (EV,PHV,FCV,HV)

16%
（令和２年度末） 26%

9 EV,PHV,FCV の普及台数 3,430 台
（令和２年度末） 6,400 台

10 1 人 1 日あたりごみ排出量 913g
（令和２年度） 880g

11 美味しいいしかわ食べきり協力店の
登録店舗数

1,403 店舗
（令和３年度末） 1,650 店舗

12 いしかわエコデザイン賞の受賞件数 153 件
（令和３年度末） 200 件

② 緑化・森林・林業における二酸化炭素の吸収・固定

13 民有林における適切な森林整備・
管理による「森林経営」の実施面積

7.0 万 ha
（令和３年度末） 12 万 ha
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（２）気候変動の影響への適応

第２章　循環型社会の形成
（１）廃棄物等の排出抑制

No 指標名 現　状 目標値

14 間伐等実施面積 5,073 ha
（令和３年度） 4,026 ha 以上

15 県産材供給量 134 千 m3

（令和３年） 222 千 m3

16 緑の基本計画策定市町数 12 市町
（令和３年度末）

17 市町
（緑の基本計画策定対象と

なる全市町）

③ 県庁における温室効果ガスの排出削減（県庁グリーン化率先行動プラン）

17 電気使用量
※指定管理者制度導入施設を含む

106,628MWh
（令和２年度） 103,700MWh

18 冷暖房用等燃料使用量
※指定管理者制度導入施設を含む

18,393t-CO2

A 重油　　　3,080kL
灯油　　　　2,313kL
都市ガス　　1,793千m3

プロパンガス　  44千m3

（令和２年度）

16,715t-CO₂

19 公用車の燃料使用量
※指定管理者制度導入施設を含む

3,183t-CO2

ガソリン　　1,243kL
軽油　　　　   116kL

（令和２年度）

2,900t-CO₂

20 水使用量
※指定管理者制度導入施設を含む

915 千 m3

（令和２年度） 890 千 m3

21 可燃ごみ排出量
※指定管理者制度導入施設を含む

1,147t
（令和２年度） 1,110t

22 用紙類の使用量
※指定管理者制度導入施設を含む

145,090 千枚
（令和２年度） 127,000 千枚

23 気候変動に対応した新品種・新品目の
開発・導入数

3 品種
（令和３年度末） ６品種・品目

24
再掲 １人１日当たりごみ排出量 913g

（令和２年度） 880g

25
再掲

家庭版環境 ISO 認定家庭
（エコファミリー）数

92,188 家庭
（令和３年度末） 120,000 家庭

26
再掲 地域版環境 ISO 認定地域数 102 地域

（令和３年度末） 120 地域
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No 指標名 現　状 目標値

27
再掲 学校版環境 ISO 認定学校数 340 校［全校の 96％］

（令和３年度末） 県内全校

28
再掲

事業者版環境 ISO、
工場・施設版環境 ISO 登録事業者数

895 事業所
（令和３年度末） 1,000 事業所

29 １人１日当たりの家庭系ごみ排出量 517g
（平成 29 年度） 440 g

30 一般廃棄物の最終処分量 47 千トン
（平成 29 年度） 40 千トン

31 産業廃棄物の最終処分量 73 千トン
（平成 29 年度） 72 千トン

32 下水汚泥の有効利用率 54.7%
（平成 30 年度末） 73%

33
再掲

美味しいいしかわ食べ切り協力店の
登録店舗数

1,403 店舗
（令和３年度末） 1,650 店舗

（２）循環資源の再使用、再⽣利用・熱回収

34
再掲 一般廃棄物の最終処分量 47 千トン

（平成 29 年度） 40 千トン

35
再掲 産業廃棄物の最終処分量 73 千トン

（平成 29 年度） 72 千トン

36 電子マニフェストの普及率 46.7%
（平成 30 年度） 70％

37 PCB 廃棄物の保管事業者数

・平成 28 年度に石川県 PCB 廃棄物処理
　計画を変更した。
・PCB 廃棄物保管事業場数：650 事業場

（平成 29 年度）

0 事業場
 （令和 8 年度）

38 クリーンビーチいしかわの参加者数 75,335 人
（平成 30 年度） 10 万人

39 災害廃棄物処理計画の策定市町数 3 市
（平成 30 年度） 19 市町

（３）適正な処分

40
再掲 電子マニフェストの普及率 46.7%

（平成 30 年度） 70％

（４）不適正処理の防止
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第３章　⾃然と⼈との共⽣
（１）地域の特性に応じた⾃然環境と⽣物多様性の保全

No 指標名 現　状 目標値

① 自然公園の適切な保護管理

41 自然環境保全地域と自然公園
の面積

53,615 ha
（令和３年度）

現状を維持
国の拡張方針を受け、

今後、市町と検討

42 自然公園利用者数 3,321 千人
（令和２年度） 6,600 千人

② 里山里海の保全・利用

43 いしかわ版里山づくり ISO
認証団体数

333 団体
（令和３年度末） 400 団体

44 スローツーリズム（農家民宿・
レストラン）の年間利用者数

10,182 人
（令和３年度末） 20,000 人

45 環境保全型農業の取組面積 9,221 ha
（令和３年度） 13,600 ha

46 農林水産業の新規就農者数

179 人
新規就農者数　  112 人／年
新規林業就業者数 37 人／年
新規漁業就業者数 30 人／年

（令和３年度）

190 人
新規就農者数　  120 人／年
新規林業就業者数 30 人／年
新規漁業就業者数 40 人／年

47
再掲

民有林における適切な森林整
備・管理による「森林経営」
の実施面積

7.0 万 ha
（令和３年度末） 12 万 ha

48
再掲 間伐等実施面積 5,073 ha

（令和３年度） 4,026ha 以上

49
再掲 県産材供給量 134 千 m3

（令和３年） 222 千 m3

50 能登地域でのトキの放鳥の
実現

能登地域が放鳥候補地として選定
（令和４年度）

令和８年度の放鳥に向けた生息環
境整備や社会環境整備の推進

（２）種の保存の推進

51 「いしかわレッドデータブック」
掲載の絶滅種

15 種
（令和元年度末） 維持
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（３）野⽣鳥獣の保護管理の推進
NO 指　標　名 現　状 目　標　値

52 農林水産業被害・人身被害の
防止

・クマによる人身被害：2 件
・農林業被害：131 百万円

（面積：約 138 ha）
（平成 30 年度）

被害量の減少

53 若手狩猟者（50 代以下）の割合 47%
（令和３年度） 50%

54 捕獲イノシシのジビエ利活用率 6.6%
（令和３年度） 10%

（４）⾃然とのふれあいの推進

55 いしかわ自然学校の年間参加者数 21,305 人
（令和３年度） 43,000 人

56 いしかわ自然学校
インストラクター数

255 人
（令和３年度末） 250 人

57 里山子ども園の参加園数 全体の 57％（230 園）
（令和３年度） 全体の 6 割

第４章　⽣活環境の保全
（１）流域全体として捉えた水環境の保全

① 健全な水循環の保持

58 地下水位の維持
すべての観測地点で水位は横ばい、

もしくは、上昇傾向で安定
（平成 30 年度）

現状の地下水位の維持

59 県水送水管耐震化事業工事進捗率 51%
（平成 30 年度末） 90%

② 良好で安全な水質の保全

60 生活排水処理施設の普及率 94.2%
（平成 30 年度末） 97.0％

61
再掲 環境保全型農業の取組面積 9,211ha

（令和 3 年度） 13,600 ha

62 公共用水域の環境基準達成率 92%
（平成 30 年度） 92％以上
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（２）大気環境・土壌環境の保全、化学物質関係

64 大気汚染に係る環境基準
（光化学オキシダントを除く項目）

全ての測定局で環境基準を
達成した。

（平成 30 年度）
全ての測定局で環境基準を達成

65 光化学オキシダントに係る
注意報の発令

0 回
（平成 30 年度） 速やかな発令

（３）環境美化、修景、景観形成

66
再掲

クリーンビーチいしかわの
参加者数

75,335 人
（平成 30 年度） 10 万人

67
再掲 緑の基本計画策定市町数 12 市町

（令和３年度末）

17 市町
（緑の基本計画策定対象となる

全市町）

（２）環境ビジネスの推進

70
再掲

いしかわエコデザイン賞の
受賞件数

153 件
（令和３年度末） 200 件

（３）農業・農村における多面的機能の維持・発揮

71
再掲 環境保全型農業の取組面積 9,221ha

（令和３年度） 13,600ha

72
再掲 間伐等実施面積 5,073ha

（令和３年度） 4,026ha 以上

73
再掲 県産材供給量 134 千 m3

（令和３年） 222 千 m3

第 5 章　質の⾼い環境の形成に資する産業活動の推進
（１）環境に配慮した事業活動の推進

68
再掲

事業者版環境 ISO、
工場・施設版環境 ISO 登録事業所数

895 事業所
（令和 3 年度末） 1,000 事業所

69
再掲 産業廃棄物の最終処分量 73 千トン

（平成 29 年度） 72 千トン

NO 指　標　名 現　状 目　標　値

③ 水辺環境の保全

63 多自然川づくり 20 箇所
( 平成 30 年度）

河川が本来有する景観及び生物の
生息・生育などに配慮した川づくり
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NO 指　標　名 現　状 目　標　値

74 県産食材の地産地消の推進
（奥能登直行便による販売額）

47,267 千円
（平成 30 年度） 50,000 千円

75
再掲

スローツーリズム（農家民宿・レ
ストラン）の年間利用者数

19,180 人
（平成 30 年度末） 20,000 人

（２）地域資源を活用した持続可能な地域づくり

83
再掲 下水汚泥の有効利用率 54.7%

（平成 30 年度末） 73%

84
再掲 捕獲イノシシのジビエ利活用率 6.6%

（令和３年度） 10%

85
再掲

スローツーリズム（農家民宿・レスト
ラン）の年間利用者数

10,182 人
（令和３年度末） 20,000 人

第６章　環境を通じた⼈づくり・地域づくり
（１）環境教育・環境学習の推進

76 学校等における環境教育の推進

環境をテーマとした総合的な学習の時間に
取り組んだ学校の割合

小学校：96.6％
中学校：54.8％
高　校：80.0％

総合的な学習の時間に限定しない割合
小学校：100.0％
中学校：100.0％
高　校：100.0％

（平成 30 年度）

全学校での環境教育への
取組

77 保育所・認定こども園における
環境教育の推進

100％
（平成 30 年度）

全保育所・認定こども園
での環境教育の取組

78 幼稚園における環境教育の推進 100％
（平成 30 年度）

全幼稚園での環境教育の
取組

79
再掲 学校版環境 ISO 認定学校数 340 校［全校の 96％］

（令和３年度末） 県内全校

80
再掲

エコ保育所・幼稚園・
認定こども園の認定数

226 園［全園の 56％］
（令和３年度末） 全園の 7 割

81
再掲 里山子ども園の参加園数 全体の 57％（230 園）

（令和３年度） 全体の 6 割

82
再掲

いしかわ自然学校の
年間参加者数

21,305 人
（令和３年度） 43,000 人
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（３）環境研究、国際環境協力の推進
NO 指　標　名 現　状 目　標　値

86 環境研究・技術開発等
の推進

大学等と連携した調査研究や事業の実施
（平成 30 年度）

・各研究機関における
　取組の促進
・産学官連携による共同事業・
  研究等の推進

87 国際環境協力の推進

・中国江蘇省、韓国全羅北道との間で
  トライアングル事業を実施した（H30.10 月）
・SATOYAMA イニシアティブ
  国際パートナーシップ第 7 回定例会合
 （IPSI-7）の本県開催（H30.10 月）

（平成 30 年度）

環境分野での交流の推進
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環境総合計画策定の経過

環境総合計画改定の経過

R1.7.18 環境審議会、環境審議会企画計画部会（第１回）
・前計画の総括、計画改定の基本的な考え方（全体）について議論

R1.7.22 環境審議会持続可能な社会形成部会（第１回）
・計画改定の基本的な考え方（循環型社会の形成、地球温暖化対策）について議論

R2.2.20 環境審議会企画計画部会（第２回）・持続可能な社会形成部会（第２回）
・新たな石川県環境総合計画の素案について議論

R2.2.27 ～ 3.18 パブリックコメントの実施

R2.3.18 環境農林建設委員会
・新たな石川県環境総合計画（案）について報告

R2.3.25 環境審議会答申

R2.3.25 石川県環境総合計画策定

R3.12.24 令和３年度環境審議会企画計画部会（第１回）・持続可能な社会形成部会（第１回）
・地球温暖化対策に係る県のこれまでの取組、国の動き等について議論

R4.5.27 令和４年度環境審議会企画計画部会（第１回）・持続可能な社会形成部会（第１回）
・石川県環境総合計画改定の骨子案について議論

R4.9.16 令和４年度環境審議会企画計画部会（第２回）・持続可能な社会形成部会（第２回）
・石川県環境総合計画改定案について議論

R4.9.16 ～ 9.29 パブリックコメントの実施

R4.9.26 環境農林建設委員会
・石川県環境総合計画改定案について報告

R4.9.30 環境審議会答申

R4.9.30 石川県環境総合計画改定
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環境審議会委員及び専門委員名簿（環境総合計画関係）

区分 氏　　名 役　　職　　名
企 画
計 画
部 会

持  続
可能な
社  会
形  成
部  会

委　　員 青海　万里子 金沢エコライフくらぶ代表 ○ ○
池本　良子 金沢大学理工研究域教授
市原　あかね 金沢大学人間社会研究域教授 ○
井村　久則 金沢大学名誉教授
浮田　美穂 弁護士 ○
大谷　吉生 金沢大学理工研究域教授、副学長 ○
大場　　司 （株）中日新聞社北陸本社編集局長 ○
加藤　道雄 金沢大学名誉教授
門村　和永 石川県森林組合連合会代表理事会長 ○
神谷　ますみ （公財）いしかわ女性基金評議員
城戸　照彦 金沢大学名誉教授 ○
河内　久美子 金沢学院短期大学副学長兼教学部長、教授 ○
鈴木　克徳 ESD活動支援センター副センター長 ○ ○
中村　明子 弁護士

中村　浩二 石川県立自然史資料館館長、金沢大学客員教授、
名誉教授 ○

中本　　保 石川県町会区長会連合会副会長 ○
西出　妙子 JA石川県女性組織協議会副会長 ○
能木場由紀子 石川県婦人団体協議会会長 ○
野口　　強 （株）北國新聞社論説委員 ○ ○

会　　長 早川　和一 金沢大学環日本海域環境研究センター特任教授 ◎
早川　芳子 会議通訳者 ○ ○
林　　良茂 金沢大学名誉教授 ○ ◎
番匠　未樹 石川県青年団協議会常任理事 ○
冨久尾　佳枝 金沢商工会議所女性会会長 ○ ○
二口　　浩 日本放送協会金沢放送局放送部長 ○
古池　　博 石川県地域植物研究会会長 ○

職務代理者 丸山　利輔 石川県立大学参与 ○
村上　　睦 連合石川副事務局長 ○ ○
安田　健二 石川県医師会会長 ○
矢田　富郎 石川県町長会会長 ○ ○
山野　之義 石川県市長会会長 ○ ○
結城　正美 金沢大学人間社会研究域教授 ○
米澤　千鶴子 石川県漁業協同組合常勤監事

専門委員 荒木　重則 （一社）石川県繊維協会理事 ○
小柳　　誠 （一社）石川県建設業協会理事 ○
垂水　弘夫 金沢工業大学建築学部教授 ○
毎田　正男 （一社）石川県産業資源循環協会会長 ○
松本　　要 （一社）石川県鉄工機電協会常任理事・環境委員長 ○

※名簿は、五十音順　　※◎は部会長　　※委員及び役職名は環境総合計画策定時のもの

＜令和２年３月策定時＞
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環境審議会委員及び専門委員名簿（環境総合計画関係）　

区分 氏　　名 役　　職　　名
企 画
計 画
部 会

持  続
可能な
社  会
形  成
部  会

委　　員 青海　万里子 金沢エコライフくらぶ代表
市原　あかね 金沢大学人間社会研究域経済学経営学系 教授 ○
井村　久則 金沢大学 名誉教授 ○
浮田　美穂 弁護士  ○
尾島　恭子 金沢大学融合研究域融合科学系 教授  ○
北　　智子 ＪＡ石川県女性組織協議会 会長 ○
城戸　照彦 金沢大学 名誉教授、客員教授 ○
河内　久美子 金沢学院短期大学 副学長兼教学部長、教授  ○
近藤　安爲 石川県森林組合連合会 代表理事会長 ○
新　　広昭 金沢星稜大学 副学長・教授 ○ ○
甚田　和幸 石川県町会区長会連合会 副会長 ○
轟　　千栄子 石川県医師会 理事 ○
中村　浩二 石川県立自然史資料館 館長、金沢大学 名誉教授 ○
能木場由紀子 石川県婦人団体協議会 会長  ○
野口　強 (株)北國新聞社 論説委員 ○ ○
橋本　昌子 金沢商工会議所女性会 副会長・評議員 ○ ○
早川　和一 金沢大学 名誉教授 ◎
早川　芳子 会議通訳者 ○ ○
林　　良茂 金沢大学 名誉教授 ○ ◎
番匠　未樹 石川県青年団協議会 情宣局長  ○
古池　博 石川県地域植物研究会 会長 ○
丸山　利輔 石川県立大学 参与 ○
村上　睦 日本労働組合総連合会石川県連合会 副事務局長 ○  ○
村山　卓 石川県市長会 会長 ○ ○
森谷　誠市郎 日本放送協会金沢放送局 コンテンツセンター長  ○
八木　光世 (株)中日新聞社北陸本社 編集局長  ○
矢田　富郎 石川県町長会 会長 ○  ○

○ ○

専門委員 荒木　重則 （一社）石川県繊維協会 理事 ○

※名簿は、五十音順　　※◎は部会長　　※委員及び役職名は環境総合計画改定時のもの

＜令和４年９月改定時＞

会　　長

職務代理者

髙山　盛司 (一社)石川県産業資源循環協会 会長  ○
垂水　弘夫 金沢工業大学建築学部 教授  ○
鶴山　庄市 (一社)石川県建設業協会 副会長  ○
松本　要 (一社)石川県鉄工機電協会 常任理事・環境委員長  ○
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県民意識調査 結果概要

【 調査概要 】
（1）調査時期：令和元年7月31日～ 8月13日
（2）対象者数：590人（県政モニター、県政インターネットモニター）
（3）回答者数：499人（84.6％）

【 結果概要 】
（1）関心のある環境課題について
●「地球温暖化による気候変動」に対する関心が最も高く、次いで「リサイクル」が高い。

0 20 40 60 80 100

地球温暖化による気候変動

リサイクル

PM2.5、酸性雨などの越境汚染

大気汚染

外来種の増加

里山・里海の荒廃

開発による自然の減少

不法投棄

野生鳥獣による農作物被害

水質汚濁

野生生物の減少

悪臭や騒音、振動

環境教育・環境学習

環境美化

土壌汚染や地下水汚染

環境産業

地盤沈下

修景・景観形成

70.3%70.3%

45.3%45.3%

40.9%40.9%

35.9%35.9%

31.5%31.5%

29.1%29.1%

28.1%28.1%

27.9%27.9%

26.7%26.7%

24.0%24.0%

22.8%22.8%

21.6%21.6%

20.4%20.4%

19.8%19.8%

16.2%16.2%

15.0%15.0%

11.8%11.8%

10.2%10.2%
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（2）環境に関する満足度について
●満足度は「空気のきれいさ」が最も多い。

0 20 40 60 80 100

94.8%94.8%

92.8%92.8%

91.2%91.2%

90.0%90.0%

89.6%89.6%

89.4%89.4%

87.6%87.6%

82.2%82.2%

69.5%69.5%

空気のきれいさ

生活環境の清潔さ

緑の豊かさ

景観の美しさ

生活環境の静かさ

野生生物の豊かさ

水のきれいさ

自然とふれあう場や機会の多さ

環境のことを学ぶ場や機会の多さ
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（3）日常⽣活で実行している行動について
●「小まめにスイッチを消す」、「マイバッグ持参」、「節水」をはじめ、日常生活に身近な行動の実行度

が高い。

0 20 40 60 80 100

96.8%96.8%

95.0%95.0%

93.0%93.0%

84.4%84.4%

82.4%82.4%

80.8%80.8%

78.0%78.0%

77.6%77.6%

76.8%76.8%

スイッチオフ

マイバッグ持参

節水

食品ロス削減（必要な量だけ購入）

エコドライブ

エコクッキング

省エネ冷暖房

環境配慮商品の購入

地産地消

農薬等の使用を抑制

クールシェア・ウォームシェア

生ごみ減量

清掃活動

グリーンツーリズム

公共交通機関の利用

里山保全活動等

自然観察会への参加

講演会等への参加

65.9%65.9%

18.6%18.6%

20.0%20.0%

22.6%22.6%

34.5%34.5%

44.3%44.3%

48.5%48.5%

54.5%54.5%

63.5%63.5%
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（4）日常⽣活の中で感じていることについて
●近年注目されている海洋プラスチック問題や食品ロスを意識している人が多い。

0 20 40 60 80 100

66.7%66.7%

63.1%63.1%

61.9%61.9%

61.9%61.9%

61.5%61.5%

59.3%59.3%

57.3%57.3%

54.3%54.3%

54.3%54.3%

52.3%52.3%

19.8%19.8%

25.7%25.7%

34.3%34.3%

39.3%39.3%

40.3%40.3%

46.7%46.7%

47.3%47.3%

48.5%48.5%

海洋プラスチックごみ問題解決には
一人ひとりの取り組みが大切

飲食店や食品小売店による
食品ロス削減の取組が増えるとよい

環境教育により環境保全について
正しく理解する

身近な動植物が減ってきている

環境保全に役に立つ製品や
サービスがもっとあればよい

環境配慮行動の効果が
分かるようにすべき

環境ビジネスがもっと広がるとよい

エコな生活による健康等の
付加価値について知りたい

容器や包装が過剰なものが見られる

ライフスタイルに応じた
エコ活動について知りたい

環境にやさしい商品の
情報提供をもっと増やすべき

里山・里海が荒れている

ポイ捨てがあいかわらず多い

廃棄物の不法投棄は地域ぐるみで
監視すればもっと防げる

豊かな環境を引き継ぐために
多少の費用負担はやむを得ない

駐車場や道路上でアイドリングを
している車が多い

環境に関する講演会や自然観察会等の
案内をもっと増やすべき

環境保全活動をPRしたり
情報交換できる場を設けるべき
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（5）地球温暖化対策について
●約9割が地球温暖化の進行に危機感を持つ一方で、日常生活の中で地球温暖化対策に取り組んで

いる割合は約7割。
【 地球温暖化の進行に対して感じること 】

〈地球温暖化の影響への適応について〉
●地球温暖化の進行による農業・自然・健康等への影響に対する関心が最も高い。

【 関心のある情報 】

【 取り組んでいる地球温暖化対策 】

0 20 40 60 80 100

69.1%69.1%

56.9%56.9%

35.9%35.9%

32.7%32.7%

31.9%31.9%

26.5%26.5%

20.2%20.2%

13.8%13.8%

11.6%11.6%

生活の中で省エネの実践

家電を省エネ型に替える

地球温暖化防止に資する商品の購入

地域の環境活動やイベントへの参加

省エネにつながるリフォーム工事の実施

エネルギー消費の少ないエコハウスの建築

自動車を次世代自動車に替える

家庭のエネルギー消費量を調べる

太陽光など再生可能エネルギー設備の導入

CO2を吸収する森林の整備活動への参加・支援

地球温暖化防止活動に対する募金や寄付

非常に危機感
を持っている少し危機感

を持っている

あまり危機感はない
5.6%

10.4%10.4%

9.0%9.0%

よくわからない 2.6% 関心がない 0.4%
無回答 1.0%

47.3%
43.1%

0 20 40 60 80 100

76.0%76.0%

57.1%57.1%

36.9%
36.9%

22.4%22.4%

国内の農業、自然生態系、防災、健康等に
どのような影響がでてくるのか

県内の気温や降水量が今後どうなっていくのか

今後どのような県内特有の影響がでてくるのか

気候変動に適応するための取組紹介
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（6）循環型社会の構築について
●ごみの発生抑制に力を入れるべきであり、現状ではごみを減らす工夫などの情報提供が不十分との

意見が多い。
【 現状について感じること 】

【 不十分と感じる対策 】

0 20 40 60 80 100

0 20 40 60 80 100

56.5%56.5%

54.7%54.7%

32.3%32.3%

27.9%27.9%

27.3%27.3%

25.7%25.7%

25.5%25.5%

2.6%2.6%

まずはごみの発生を減らすべき

ごみが出ない商品やリサイクル
しやすい商品が普及していない

リサイクルが進んでいない

再使用する取り組みが進んでいない

ごみを燃やした熱の
有効利用が進んでいない

ごみ処理施設の整備が進んでいない

不法投棄が厳しく取り締まられていない

その他

54.7%54.7%

43.7%43.7%

34.9%34.9%

28.7%28.7%

24.6%24.6%

20.6%20.6%

18.0%18.0%

17.6%17.6%

3.6%3.6%

ごみを減らす工夫などの広報が不十分

ごみの発生量・処分量等に
関する情報提供が不十分

再使用やリサイクル品の
利用促進の支援が不十分

ごみ減量に関する教育が不十分

工場のごみ減量化やリサイクル
製品開発への支援が不十分

法律・条例等による規制が不十分

ごみ処理施設の必要性に
対する理解不足

廃棄物処理事業者への
指導・育成が不十分

その他
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（7）里山里海の利用保全について
●里山里海における課題として、担い手不足を挙げる意見が多く、課題解決のため、生業の創出が必

要との意見が多い。
【 現状の課題や問題点 】

【 解決のために必要と考えるもの 】
0 20 40 60 80 100

0 20 40 60 80 100

64.3%64.3%

59.3%59.3%

58.9%58.9%

47.5%47.5%

31.9%31.9%

31.1%31.1%

28.5%28.5%

22.4%22.4%

19.4%19.4%

里山里海保全の担い手の不足

人口減少や集落機能の低下

耕作放棄地や手入れ不足林の増加

野生獣の人里への出没や農林業被害

在来種の生息等を脅かす外来種の増加

里山里海における農林水産業の衰退

野生生物の減少・絶滅

里山里海や生物多様性に関する知識不足

地球環境の変化による生物多様性の劣化

里山里海保全に関する教育不足

生きものに親しみ・ふれあう機会の不足

里山里海保全の取組拡大が不十分

18.0%18.0%

15.6%15.6%

14.6%14.6%

51.1%51.1%

48.7%48.7%

36.7%36.7%

35.3%35.3%

29.7%29.7%

29.3%29.3%

26.7%26.7%

24.2%24.2%

21.6%21.6%

里山里海の資源を活用した生業の創出

里山里海保全の担い手となる人材育成

地域主体による里山里海の新たな価値創出

多様な主体が里山里海保全に参加しやすい環境づくり

鳥獣害軽減のための適切な被害防止対策

外来種防除対策の推進

自然にふれあい、親しむ機会や場の提供

希少な野生生物の保護対策の推進

里山里海保全に関する教育の充実・強化

環境保全型農業の推進

里山里海保全に向けた普及啓発

生物多様性保全に必要な調査・研究の強化

国際組織への参加による情報収集・取組発信

19.8%19.8%

17.8%17.8%

16.0%16.0%

6.8%6.8%
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【 調査概要 】
（1）令和3年7月30日～ 8月16日
（2）県民1568人、事業者225社

【 結果概要 】
（1）地球温暖化への関心度について（県民）
●「非常に関心がある」と「ある程度関心がある」を合わせると87.7%となり、8割以上の人が地球温暖化

（気候変動の影響）に関心を持っていることが分かった。

（2）地球温暖化への関心度について（事業者）
●「法令や取引先から求められないことでも、社会的責任の観点から、自発的に実施する」が52.4%で

最も高く、次いで「法令や取引先からの要請、社会的責任にとどまらず、新たなビジネスのきっかけづ
くりとして、積極的に実施する」の22.7%、「法令で求められる最低限のことのみ実施する」の18.7%と
続いている。

 

21.3 66.4 9.2 

1.5 1.1 0.5 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

全体
n=1,568

非常に関心がある ある程度関心がある あまり関心がない
全く関心がない わからない 無回答

(%)

22.7 52.4 6.2 18.7 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

全体
n=225

法令や取引先からの要請、社会的責任にとどまらず、新たなビジネスのきっかけづくりとして、積極的に実施する
法令や取引先から求められないことでも、社会的責任の観点から、自発的に実施する
法令で求められないことで、取引先から求められることは実施する
法令で求められる最低限のことのみ実施する

(%)

地球温暖化対策に関する意識調査 結果概要
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（3）カーボンニュートラルの認知度について（県民）
●「2050年の実質ゼロ目標、2030年度の46％削減目標、いずれも知らない」が37.3%と最も高かった。

また、2050年の温室効果ガス実質ゼロ目標を知らないとの回答が47％となった。（「2050年の実質
ゼロ目標は知らないが、2030年度の46％削減目標は知っている」9.9％と「いずれも知らない」37.3％
の合計）

27.7 24.3 9.9 37.3 0.8

0　　　10　　　20　　　30　　　40　　　50　　　60　　　70　　　80　　　90　　　100

全体
n=1,568

2050年の実質ゼロ目標、2030年度の46％削減目標、いずれも知っている
2050年の実質ゼロ目標は知っているが、2030年度の46％削減目標は知らない
2050年の実質ゼロ目標は知らないが、2030年度の46％削減目標は知っている
いずれも知らない
無回答

(%)
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（4）省エネの取組の浸透度について（県民）
●「いつも実行している」と「たまに実行している」の合計が最も高いのは「ごみを分別し、市や町の

ルールにしたがって資源ごみを分けて出す」（97.5%）で、「マイバッグ・マイボトルの使用などによる
使い捨てプラスチックの削減」（90.3%）が続いた。

37.1

54.6

17.5

40.6

10.8

42.7

27.0

60.3

32.9

5.6

90.0

7.0

5.2

1.3

45.4

34.2

39.9

35.3

24.6

34.9

49.5

30.0

49.6

29.5

7.5

36.0

23.7

9.1

7.4

2.2

4.8

35.3

6.4

5.6

2.9

5.2

14.2

1.0

11.4

16.4

18.3

3.5

3.1

5.2

2.7

3.6

1.7

3.6

2.3

2.6

5.9

0.3

5.2

3.1

6.3

5.5

4.2

19.8

9.2

19.5

10.3

11.7

3.5

8.2

38.4

0.7

36.3

45.5

56.6

0.1

1.0

3.8

6.3

5.0

2.7

1.5

0.3

0.6

5.5

0.1

3.1

5.2

7.6

1.0

0.7

1.8

1.1

1.1

1.1

1.0

0.7

0.8

0.9

0.4

1.0

1.0

0.8

12.0

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

①こまめな照明の消灯、使わない電気製品は
　コンセントからプラグを抜く

②冷暖房の設定温度を適切に管理

③クールシェア・ウォームシェア（※）の実践

④ふんわりアクセルやアイドリングストップ
　などエコドライブを心掛けている

⑤外出時に、できるだけ徒歩、自転車、
　公共交通機関を利用する

⑥宅配便の再配達が発生しないように、
　一回目の配達で受け取る

⑦環境に配慮した商品（省エネ製品、
　詰替商品、簡易包装など）を購入する

⑧マイバッグ・マイボトルの使用などに
　使よるい捨てプラスチックの削減

⑨食材の地産地消、エコ・クッキング、
　食べきりなど食品ロスの削減

⑩リユースショップや
　フリーマーケットの利用

⑪ごみを分別し、市や町のルールに
　したがって資源ごみを分けて出す

⑫環境問題に積極的に取り組んでいる
　企業の商品・サービスを優先的に使用

⑬地域や団体の環境保全活動
（海岸清掃、寄附など）へ参加

⑭地球温暖化対策をテーマとした
　啓発イベントへ参加

いつも実行している

手間がかかるので実行していない

特に理由はないが実行していない

たまに実行している

効果が実感できないので実行していない

該当しない（該当する機器を所有していない等）

無回答
(%)
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（5）省エネの取組の浸透度について（事業者）
●「既に実施している」と「今後導入することが決定している」の合計が最も高いのは「節電、節水、

廃棄物低減、ペーパーレス化の推進」（89.3%）で、「エコドライブ、アイドリングストップの実践」
（62.3%）が続いた。また、環境マネジメントシステムを導入していないとの回答が46％となった。
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①節電、節水、廃棄物低減、
　ペーパーレス化の推進

②生産設備の運用の効率化

③エコドライブ、
　アイドリングストップの実践

④電動車(ハイブリッド自動車、電気
　自動車、プラグインハイブリッド
　自動車等)や省エネ重機等の導入

⑤鉄道輸送や海上輸送などへの
　モーダルシフト

⑥環境保全活動への社員派遣、
　金銭的な寄附

⑦環境マネジメントシステム
　(ISO14001、いしかわ版環境
　ISO等)の導入・運用

⑧社員教育の推進、
　セミナーや研修の実施

⑨自社の取組・活動に関する
　情報開示

⑩省エネ診断等の実施

⑪省エネ製品、技術の開発

既に実施している 今後導入することが決定している

費用がかかるので実施していない 効果が小さいので実施していない

優先度が低いため実施していない 情報・ノウハウが不足しているため実施していない

特に理由はないが実施していない 該当しない・わからない 無回答

0.0

0.0

0.0

0.0
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石川県環境総合計画（改定版）

策　定：令和４年９月
発行者：石川県生活環境部 　環境政策課

石川県環境総合計画はホームページでもご覧になれます。

ＴＥＬ：076－225－1463
ＦＡＸ：076－225－1466

ＵＲＬ：https://www.pref.ishikawa.lg.jp/kankyo/pp/keikaku/indexr4.html
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Ishikawa Prefecture Comprehensive Environmental Plan
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石川県環境総合計画
推進キャラクター

石川県
再生紙と植物油インキを使用し、環境にやさしい「水なし印刷」を採用しました。
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